
○東京都市町村職員退職手当組合職員の通勤手当の支給に関する規則 

（ 
昭和４９年１２月５日 

） 規則第３号 

改正 平成１６年 ３月２５日 規則第１号 

 （目的） 

第１条 この規則は、東京都市町村職員退職手当組合職員の給与に関する条例（昭和４０

年条例第９号。以下「給与条例」という。）第９条の規定に基づき、通勤手当の支給に

ついて必要な事項を定めることを目的とする。 

 （用語の意義） 

第２条 給与条例第９条及びこの規則に規定する「通勤」とは、職員が勤務のため、その

者の住居と勤務場所との間を往復することをいう。 

 （通勤距離） 

第３条 給与条例第９条に規定する場合の通勤距離は、職員の住居から勤務場所までに至

る経路のうち一般に利用しうる最短の経路の長さによるものとする。 

 （運賃等相当額の算出の基準） 

第４条 給与条例第９条第２項第１号に規定する運賃等相当額の算出は、運賃、時間、距

離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の経路及び方法による運賃

等の額によるものとする。 

 （支給対象期間） 

第４条の２ 給与条例第９条第２項第１号に規定する支給対象期間は、４月１日及び１０

月１日以降それぞれ６箇月の期間とする。ただし、これにより難い場合は、これらの日

以外の日以降６箇月の期間とすることができる。 

２ 前項の規定により難い場合の支給対象期間は、管理者が別に定める。 

第５条 運賃等相当額は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１） 交通機関等が定期券を発行している場合は、当該交通機関等の利用区間にかか

る通用期間６箇月の定期券（価額の異なる定期券を発行しているときは、最も低

額となる定期券）の価額（通用期間６箇月の定期券が発行されていない交通機関

等にあっては、通用期間３箇月の定期券の価格に２を乗じて得た額） 

（２） 交通機関等が定期券を発行していない場合は、当該交通機関等の利用区間につ

いての通勤２１回分の運賃等の額であって、最も低額となるもの 



 （交通の用具） 

第６条 給与条例第９条第１項第２号に規定する交通の用具は、自転車、原動機付自転車

及び自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条第２項及び第３項に規

定する自動車及び原動機付自転車をいう。）とする。 

 （支給の始期及び終期） 

第７条 通勤手当の支給は、職員に新たに給与条例第９条第１項の職員たる要件が具備さ

れるに至った場合においては、その日の属する月の翌月（その日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）から開始し、通勤手当を支給されている職員が離職し、又は死

亡した場合においては、それぞれその者が離職し、又は死亡した日、通勤手当を支給さ

れている職員が同項たる要件を欠くに至った場合においてはその事実の生じた日の属す

る月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもって終る。 

２ 通勤手当は、これを受けている職員にその額を変更すべき事実が生ずるに至った場合

において、その事実の生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、そ

の日の属する月）から支給額を改定する。 

 （支給方法） 

第７条の２ 給与条例第９条第２項第１号に掲げる通勤手当の額のうち、第５条第１号に

規定する額の総額は、その者の支給対象期間の初日後において、最も当該初日に近い給

料の支給日に支給する。 

２ 給与条例第９条第２項第１号に掲げる通勤手当の額のうち、第５条第２号に規定する

額の総額にその者の支給対象期間の月数を乗じて得た額については、その額をその者の

支給対象期間の月数で除して得た額を当該対象期間の各月の給料の支給日に支給する。 

３ 給与条例第９条第２項第２号に掲げる通勤手当は、各月の給料の支給日に支給する。 

４ 第４条の２第２項に規定する場合の通勤手当の支給方法については、管理者が別に定

める。 

 （支給できない場合） 

第８条 給与条例第９条第１項の職員が、出張、休暇、欠勤その他の事由により月の１日

から末日までの期間の全日数にわたって通勤しないこととなるときは、その月の通勤手

当は、支給することができない。 

 （事後の確認） 

第９条 管理者は、現に通勤手当の支給を受けている職員について、その者が給与条例第



９条第１項の職員たる要件を具備するかどうか及び通勤手当の額が適正であるかどうか

を当該職員に定期券等の提示を求め、又は通勤の実情を実地に調査する等の方法により、

随時、確認するものとする。 

 （手当の支給方法） 

第１０条 通勤手当の支給方法等については、給料支給の例により、その日の属する月の

翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、支給する。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、昭和５０年４月１日から適用する。 

附 則（平成１６年３月２５日規則第１号） 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

 


